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研究成果の概要（和文）：施設キャパシティと利用者アクティビティの適合による広域横断型の地域施設再編方
法の確立を目的とし以下の研究を行った。
1）6自治体における公共施設利用アンケートにより、回答者の住所と利用した施設の距離をGISにより集計し、
アクティビティ毎に標準的な圏域指標を示した。2) 利用圏域をふまえた地域でのアクティビティ量と、利用可
能な施設のキャパシティの適合から、公共施設の過不足を推計する方法を示した。3) 施設用途を超えた民間施
設を含む公共施設の再配置のシミュレーションを行い、公共施設マネジメントの評価や活用の方法を示した。　

研究成果の概要（英文）： We aimed at establishing relocation method of wide area, cross-use type 
public facilities by adapting facilities’ capacity and users’ activities. Our research clarified 
items as below. 
1）Based on a questionnaire survey of citizens’ utilizations for public facilities in 6 cities, we 
analyzed the distances between the locations of the users and the facilities that they used by GIS 
and determined standard planned areas for each kind of activity. 2) We showed how to judge probable 
lack and/or surplus of public facilities in each area from the adaptation of the capacity of 
available facilities and the volume of citizens’ activities in the area based on accessibility. 3) 
We simulated relocation of public facilities including private facilities exceeding purpose, and 
clarified methods of evaluation and utilization of public facility management.

研究分野： 建築計画、都市計画、建築社会システム

キーワード： 公共施設　ファシリティマネジメント　利用者アクティビティ　施設キャパシティ　利用圏域　アクセ
シビリティ　公共施設等総合管理計画　GIS
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様	 式	 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通）	

１．研究開始当初の背景     
 我が国の地方自治体においては、人口減少、
少子化・高齢化、施設の老朽化、厳しい財政と
いった状況のなか、2014 年４月には総務省から
全自治体に対して「公共施設総合管理計画」策
定の要請が出されるなど、ファシリティマネジメン
ト（FM）の考え方を導入した公共施設の再編が
求められている。 
 こうした状況から各自治体が FM に取り組んで
いるが、単一自治体内で、施設種別ごとの老朽
化や利用状況・コスト状況から、施設縮減による
効率性を追求するという手法は、どの自治体も
同様であり、地域の実情や公共の役割の変化を
見据えた取組みはほとんど見られない。 
 本質的な FM を行うためには、自治体間の壁、
省庁系統の縦割り部局の壁や、官民の壁を超え
た柔軟かつ効果的な方法論が必要である。広
域横断的な施設の利用や配置計画、施設自体
の性能や立地上のキャパシティの把握、住民の
アクティビティをふまえ、地域の実情に応じた公
共サービスのあるべき姿の追求といった考え方
を導入することが必要である。 
 学校、図書館、劇場、福祉施設といったビルデ
ィングタイプ別にみた施設配置についての研究
蓄積は多数ある。また、公共施設のＦＭに関し
ても近年研究が進んでいるが、広域的、横断的
に考察する研究はほとんどない。 
 本研究代表者らは、これまでに公共施設の用
途分類を横断的に扱う視点について、利用する
市民の活動を「アクティビティ:活動目的や人数、
姿勢などの複数の変数で定義される、公共施設
における市民活動の集合の形式」として整理し、
地域内の施設がもつ「キャパシティ:室面積や床
仕上げなど室がもつ複数の性能の組み合わせ
により決定される市民活動の受容能力」の総量
と比較して分析するという手法を示している。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、施設キャパシティと利用者アクティ
ビティの適合による広域横断型の地域施設再編
方法の確立を目指し、以下の３点を目的とする。 
（1）目的Ⅰ．公共施設におけるアクティビティ毎
の利用圏域の把握 
 市民は各アクティビティにおいてどれくらい離
れた位置の施設を利用しているのかという点に
着目して、施設での活動内容、人数、姿勢、アク
セス手段や時間といった利用者アクティビティの
実態に基づいた市民の活動毎の利用圏域を明
らかにする。 
（2）目的Ⅱ．利用者のアクティビティと利用圏域
からみた公共施設のキャパシティ評価        
 市民の公共施設利用に供するアクティビティの
発生量およびその圏域から、地域内のどの程度
の距離圏内にどの程度の公共施設のキャパシ
ティ量があれば良いかという指標を示し、施設量
の過不足を地域ごとに算出する方法を示す。 
（3）目的Ⅲ．広域的・横断的な地域施設再編の
ためのマネジメント手法       
 施設用途を超えた公共利用ができる民間施設
を含む公共施設の再配置のシミュレーションを

行う。公共と民間それぞれの特徴を捉えたのち、
費用対効果分析と民間の活用をふまえた公共
施設マネジメントを行い、評価や活用の方法を
構築することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
 ３つの目的にそれぞれ対応する研究方法を以
下に示す。 
(1）目的Ⅰ． 
 愛知県内の人口密度や施設状況が異なる 6
自治体 7 地域において、無作為抽出市民アンケ
ートを実施し（表 1、表 2）、回答した市民の所在
地と利用した施設の所在地までの距離を GIS に
より集計する（図 1）。市民の活動を「アクティビテ
ィ」へと整理し、各アクティビティを単位として回
帰分析によって利用者分布をモデル化すること
で、【アクティビティ毎の利用圏】を求める。さらに
クラスタ分析によって類型化することで、【各利
用圏型の特性】について考察、各地域状況が利
用圏に与える影響を分析し、「アクティビティ」と
「地域要因」の２点から市民活動の利用圏構成
を考察する。 

 
（2）目的Ⅱ． 
 上記の無作為抽出市民アンケートで対象とし
た地域のうち、名古屋市中区、名東区、日進市
の３地域を対象とした。同アンケート調査と人口
から「活動を行うのに必要な部屋数×時間」として
アクティビティ量を算出する。次に、同地域にお



ける市民利用が可能な公共施設の図面 120 施
設計 536 部屋を対象に、受容可能なアクティビ
ティ毎の分配比に年間開放時間を乗じて室内で
活動できる時間からキャパシティ量を算出する。
さらに市民が地域内外で行うアクティビティ毎に、
利用施設までの直線距離までを GIS で計測した
ものを利用距離とし、利用者の 80%が含まれる距
離をアクティビティの利用圏域とした。これらの数
値をもとに、各地域の施設のキャパシティの過不
足を GIS により集計した。 
（3）目的Ⅲ． 
 先ず、目的Ⅰの無作為抽出アンケートから、公
共施設と民間施設の利用活動状況を把握する。
名古屋市の公共施設と民間施設のコスト・立地
を分析することで公共と民間の比較を行う。名古
屋市より提供を受けた公共施設の基本情報・利
用状況データを用い、民間施設に関する情報
はインターネット検索により収集した。さらに、公
共施設の評価方法と整備活用方法の提案を行
い、民間を活用した名古屋市の公共施設整備
のケーススタディを行う。 
（４）これらの方法の他、浜松市での集会施設の
地域譲渡を含む再編や、津市における公共ホ
ール再編、名古屋市における施設用途を横断
的にみた室構成、経時的・横断的視点による戦
後の公共施設整備の状況など、公共施設のマ
ネジメントに関する研究を実施し、マネジメント方
法についての知見を得る。 
	
４．研究成果	
 ３つの目的それぞれの研究成果を示す。 
 
(1)目的Ⅰ． 
 市民が利用する施設までの距離の分布割合
から各活動の利用圏分析を行った。特に利用者
全体の 8 割が含まれる距離を 80%利用圏として
算出した。活動分類毎に 80%利用圏について比
較すると、距離の抵抗を受けやすく近隣の施設
を利用する傾向の活動①②③④⑦と、さらに利
用圏が広範囲に広がり、遠方の施設でも利用す
る傾向がある活動⑤⑥⑧に二分された。 
 また、自治体間で活動毎の距離圏には差異が
見られ、概ね人口密度が低いほど、どの活動に
おいても距離圏が広がるが、名古屋市名東区の
ように公共交通が利用でき他の区に活動できる
施設が多くある場合には、距離圏が広範囲に広
がる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 活動分類毎・自治体毎の利用圏 

 より詳細な市民活動毎の利用圏について分析
するため、回答された市民活動を、活動分類/
人数/内容/立場の４つの指標の組み合わせに
よる「アクティビティ」として定義して分析を行う。
その中でも理論上考えられる 149 種のうち、活動
分類の総数の 5%以上を占める 36 種を主要なア
クティビティとして調査対象とした。 
 まずアクティビティ毎の標準的な利用圏を求め
るため、距離を説明変数とする利用者の累積分
布関数として、利用圏をいくつかの関数による回
帰分析を行い、最も残差平方和が小さいモデル
を採用した。その結果に対してクラスタ分析を行
うことで利用圏を類型化した結果[(A)近距離利
用型（1〜2km）:各アクティビティの利用圏は、床
座の活動が中心で最も近距離で活動を行う][(B)
距離減衰型（3〜5km）:日常的な活動の多くが含
まれており、徐々に曲率を変化させて遠方まで
広がる][(C)目的利用型（6〜10km）:年数回の非
日常的な活動で、距離の抵抗を受けず遠距離
まで広がる]の３つの利用圏型に分類された(図
3)。 
 さらに各地域におけるアクティビティに対して
同様の手法で利用圏をモデル化し、80%利用圏
を求めた。A:近距離利用型のアクティビティはあ
る一定の利用圏で分布し、地域要因による影響
を受けにくい。B:距離減衰型は施設密度によっ
て小さくなるが、大きくは地域面積に影響を受け
てアクティビティの利用圏は広くなる。また C:目
的利用型のアクティビティは自治体外の遠距離
にある施設でも積極的に利用されるため、利用
対象の施設の立地によって強い影響を受け、一
定の利用圏となっていないことが分かる 

図 3 クラスタ分析によるアクティビティ毎の利用圏の類型化 

 
(2)目的Ⅱ． 
 市民活動を活動分類/人数/内容の 3 つの指
標の組み合わせからなる「アクティビティ」と定義
して分析を行う。活動分類の総数の 5％以上を
占める 27 種を抽出し、活動分類ごとに求められ
る面積と活動人数との関係から必要な面積や室
性能の条件を割り出し、条件が近似している抽
出アクティビティを 12 の類型化アクティビティとし
てまとめた。 
 類型化したアクティビティごとに母数と年間平
均利用時間(年間活動回数×一回当たりの利用
時間)を乗じて求め、そのうち地域内の施設を利
用しているものだけを地域内延べ利用時間とし
て集計した。さらに人口を掛け合わせることで地
域内の住人が地域内施設を利用する合計時間



を算出し、それを活動人数で除すことで「活動を
行うのに必要な部屋数×時間」である地域内ア
クティビティ量を算出した。 
 各地域の公共施設の図面と利用時間数から
算出したキャパシティ量をみると、３地域ともに 1
つの部屋で複数の個人利用が可能な読書/勉
強や個人運動系が最も多い。貸室系の中では
少人数椅子座系や少人数床座系などの少人数
向けのキャパシティが多く大人数向けのキャパ
シティは少ない傾向があるが、例外として大人数
運動系のキャパシティが多い。アクティビティ量
と比較すると運動系に比べ椅子座、床座のアク
ティビティの余剰率はいずれも高くなっておりキ
ャパシティに余裕があることがわかる。 
 施設とエリアの評価指標として余剰率と余剰キ
ャパシティを用いる。余剰率と余剰キャパシティ
の算出方法を図 4 に示す。施設 A の圏域内に
重心のあるメッシュを施設 A 圏域内エリアとして
抽出しそれぞれのエリアで発生するアクティビテ
ィ量に準じて施設 A のキャパシティ量をそれぞ
れのエリアに分配キャパシティとして割り当てる。
次にエリア a の重心から圏域内にある施設をエリ
ア a 圏域内施設として抽出する。それぞれの施
設のキャパシティ量に準じてエリア a で発生する
アクティビティ量をそれぞれの施設に分配アクテ
ィビティとして割り当てる。そして全てのエリア、
施設で同様に分配キャパシティ、分配アクティビ
ティを求め、エリアの評価を 
「余剰率＝Σ分配キャパシティ/エリアのアクティ
ビティ量」で行い、施設の評価を 
「余剰キャパシティ＝施設キャパシティ-Σ分配
アクティビティ」で行った。余剰率とはエリアで発
生するアクティビティに対してそのエリアの圏域
内にある利用可能なキャパシティ量の比であり、
余剰キャパシティとはすなわち施設がもつキャパ
シティからその施
設 で 消 費 さ れ る
アクティビティ量
を引いたときに残
るキャパシティの
絶対量である。 
 分析の結果、各
地域で共通して
見られた特徴とし
て 
・どの自治体でも
運動系のキャパ
シティ量が不足し
ており、不特定多
数椅子座系は推
定利用率よりも実
際の利用率が高
い。運動系のアク
ティビティは利用
想定人数よりも多
い人数で室を利
用していることが
うかがえる。 
・ 利 用 圏 域 の 短
いアクティビティ

については地域外縁部の余剰率が低くなる傾
向があり、利用圏域の長いアクティビティはよく
つかわれる地域外の施設に近いエリアの余剰率
が上がる傾向がある。 
 地域内で発生するアクティビティより公共施設
を評価する指標を作ることでエリア毎の過不足
状況を評価し、地域毎の利用実態や課題、地域
を越えてみられる事象等も明らかにできた。この
評価手法により施設量の過不足状況・配置状況
の二つの視点から視覚的に整備状況をみること
ができ、アクティビティ毎にどちらの視点から整
備を行うべきか言及することができる。 
 
(3)目的Ⅲ． 
 目的Ⅰで実施したアンケートより、利用状況の
違いに基づく属性別クラスタ毎に分析した。各
地域の公共施設と民間施設の利用の差に着目
すると、生産年齢 CL は民間施設を利用する傾
向があり、高齢 CL・子育てCLは公共施設を使う
傾向があった。また、地方にある自治体ほど公
共に依存する傾向があるが、中区のように民間
施設が充実している地域では民間施設の利用
に依存する傾向が強くなることが読み取れた。 
 民間施設が充実している名古屋市において、
公共施設と民間施設の活動にかかる費用の比
較を行った。例えば、椅子座の貸室について公
共と民間の比較では(図５)、公共施設の貸室の
平均費用は美術室 18375 円・料理室 34291 円と
なり、実習室や会議室の3倍以上あり貸室ごとの
差が大きい。民間貸室は延床面積とコストが多
種多様である。公共施設の会議室 35-80 ㎡では
コストが民間の会議室の同程度かそれ以下であ
り、視聴覚室の 100 ㎡あたりでは民間と費用が
同程度であるが 130-140 ㎡では民間会議室の
ほうが費用が安かった。公共施設内の他貸室と
比較しても費用が高く利用料金や利用しやすさ
の見直しを行う必要があると考えられる。民間会
議室は総量と種類が多く、貸室だけであれば公
共施設の代替となりうることが考えられる。 

図 5_椅子座の貸室のコスト･延床面積 

 

 多くの自治体では独自に公共施設評価指標
をもつが、どの自治体も立地評価をほとんど行っ
ていない。駅からの距離が 800m 以内であれば
「駅近型」離れていれば「郊外型」とした。またア
ンケートの結果から各施設種別へ向かう際の
80%利用圏を算出し、その利用圏域内人口密度



を算出した。施設種別ごとの平均値を評価の基
準値として平均以上であれば「高人口密度型」
平均未満であれば「低人口密度型」とし、「駅近・
高人口密度型」「駅近・低人口密度型」「郊外・
高人口密度型」「郊外・低人口密度型」を設定し
た。 
 マクロな視点としての立地評価以外にミクロな
視点の評価として現状の公共施設の築年数と耐
震性能から「建物性能評価」、利用効率指標(利
用率・メディア回転率など)と利用者数と維持管
理費から「利用状況評価」を定め、各 3 段階の評
価を行った。 
 また立地評価と建物性能評価と利用状況評価
を合わせ図 6 の公共施設整備を定めるマトリクス
を設定した。3 指標による評価が高い施設ほど
長期間利用できると設定し、評価が低い施設ほ
ど耐用年数未満でも公共施設の建替や民間施
設による代替を検討するように設定した。 
 さらに、公共施設整備方法と民間施設の代替
を前提としたケーススタディを行い、公共施設の
複合化・民間貸室の活用により敷地が余剰とな
り、それを売却することで施設運営費をまかなう
ことができる可能性を立地評価をふまえた公共
施設評価を行うことで可能となった。 
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